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「Purchase or generate? An analysis of energy consumption, co-generation and
substitution possibilities in energy intensive manufacturing plants under the Japanese
Feed-in-Tariff」

本研究は賦課金による電気料金の上昇の効果に焦点をあてて分析している。そのうえ、賦課金の
導入により、発電所が購入した電力を自家発電で代替するようになったかどうかも分析してい
る。また、賦課金をきっかけにエネルギー消費パターンが変化し、発電所から追加のCO2排出が発
生したかどうかを調査した。その結果、課税率が1％上昇するとエネルギー消費量が減少すること
がわかり、1工場あたり平均で約3,800tCO2eと推定された。しかし、この増税によって自家発電の
割合が0.03パーセントポイント上昇することも示された（2つのエネルギー源間の限界的な代替レ
ベルが反映される）。また、代替能力を持つプラントとして化学産業の工場を特定し、その代替
が石炭とガスの消費量の増加につながることも明らかにした。この結果は、電力課税の効果を明
らかにし、電力のみへの課税でなく、全エネルギー源を含めた包括的なカーボンプライシングの
必要性を示唆にしている。
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